
入札監理小委員会における審議結果報告 

地層処分研究開発に関連する運転管理に係る業務 

 

 

１．事業の概要 

（１）事業の概要 

  ○事業概要：地層処分研究に関連する施設等の運転・保守管理、施設の営繕、作業計

画書等の作成、外注作業の保安立会い、文書及び記録の管理等 

 ○対象施設： 

ア）地層処分基盤研究施設（エントリー）：放射性物質等を取り扱わない一般施設 

イ）地層処分放射化学研究施設（クオリティ）：放射性同位元素使用施設等における

放射線発生装置、放射性同位元素及び放射性同位元素によって汚染された

ものの使用、貯蔵、運搬及び廃棄に係る施設 

 ○事業期間：令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで 

      （市場化テスト４期目（令和３年４月１日から令和６年３月３１日まで）

に引き続き、市場化テスト５期目） 

 ○事業目的：エントリー及びクオリティの施設、設備等の運転管理を行うこと 

（２）選定の経緯 

本事業は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「機構」という。）にお

いて、関係法人による応札など不透明な調達に関する新聞報道（平成 27 年 12 月）を

経緯として、機構から自主的に選定され、平成 29 年度の公共サービス改革基本方針（平

成 29 年７月 11 日閣議決定）別表において、新規事業として選定されている。 
 

２．事業の評価を踏まえた対応について 

【論点１】応札者拡大に向けた更なる広報及び情報収集を行うこと 

【対応１】応札可能性のある事業者に仕様書を提示することや、声掛けの際に業務の

内容・難易度・規模、業務従事者の勤務状況を説明することとした。 

 

【論点２】民間事業者における入札準備期間を確保するため、適切な入札準備期間の

確保を行うこと 

【対応２】民間事業者における入札準備期間を確保するため、前期（第４期）事業に

おける入札スケジュールの見直しを行い、今期（第５期）事業においては、以下の

とおり入札手続に係る所要日数を確保することとした。 

 

＜入札手続＞        ＜前期（第４期）＞ ＜今期（第５期）＞ 

・入札公告期間          「２３日」  →  「３５日」 

・入札公告開始～入札書提出期限  「４７日」  →  「６２日」 

・入札公告開始～業務開始     「９９日」  → 「１１５日」 

 

資料９－１ 



【論点３】新規参入を促進するため、更なる情報開示の拡充を行うこと 

【対応３】本業務の適用規定、社内規定、要領書等の閲覧・複写、写真撮影、電子媒

体での提供を可とした（【資料９－２】22,68／106 頁）。 

また、本業務の対象設備一覧表として、設備名、メーカー、型番、業務名、従事

時間、見学可否を一覧で記載した（【資料９－２】92～96／106 頁）。 

 

３．その他の修正変更について 

     機構が想定する本業務に従事する標準要員数（７人程度）を削除して、作業者の技量

や創意工夫により決定することとした。また、過去の勤務実績として業務従事者数を記

載した（【資料９－２】30,64／106 頁）。 

 

４．実施要項（案）の審議結果について 

 （１）入札参加資格審査の合格者について 

最低価格落札方式であっても、サービスを提供するために必要な知見が確保される

必要があるため、入札参加資格審査の合格者が満たすべき要件として適当な事項は「３．

入札参加資格に関する事項」と「４．⑤技術提案書等提出期限」のどちらか検討して

いただきたい。 

  【対応】 

機構において検討したところ、サービスを提供するために必要な知見が確保されて

いることを確認するための資料としては、入札仕様書、技術提案書が適当であること

から、「４．⑤」のままとした。（【資料９－２】9/106 頁） 

 

５．パブリックコメントの対応について 
  令和５年９月 27 日から 10 月５日まで実施したパブリック・コメントにおいて、提

出された意見はなかった。 

 

 


